
 

 

予算委員会質問要旨 
令和４年２月１８日 

玉木雄一郎(国民民主党・無所属クラブ) 

１．給料が上がる経済政策について 

(1) 日本では生産コストの上昇により物価が上昇（コストプッシュインフレ）し

ている一方、賃金は上がっていない。賃上げが実現できなければ、需要の低迷

による長期の景気低迷に陥る可能性がある。今、賃上げが最優先課題。名目賃

金上昇率（例えば４％）を、財政政策、金融政策の国家目標として掲げるべき

ではないか。 

(2) 政府の賃上げ促進税制は法人税のみで、そもそも法人税を払っていない赤字

法人には関係がない。赤字法人でも賃上げ促進税制のメリットを享受できるよ

う、法人事業税、固定資産税、消費税といった赤字法人でも負担する税目も減

税してはどうか。 

(3) 政府の原油価格高騰対策は効果も不明で３月末で期限が切れる。原油価格の

高騰が４月以降も継続することを想定し、トリガー条項の凍結解除を総理とし

て決断すべきだ。 

２．「人づくりこそ国づくり」について 

(1) 岸田総理は施政方針演説で「人への投資」を少なくとも倍増すると述べたが、

具体的な財源をどのように考えているのか。国民民主党は、倍増の財源として

「教育国債」の発行を提案している。岸田内閣として真剣に検討してはどうか。 

(2) 充実した生活保障の下、円滑な労働移動を実現することが生産性向上、ひい

ては「給料が上がる経済の実現」に不可欠。そこで、現在の職業訓練受講給付

金の所得・資産要件を緩和して求職者の生活保障を拡充し、円滑な労働移動を

促すべきはないか。特に、月10万円給付される職業訓練受講給付金の受給条件

の特例緩和措置が本年３月末に切れるが、これを４月以降も延長してほしい。 

３．総合的な安全保障について 

(1) 経済安全保障の政府案には人材の安全保障という重要な視点が欠けている。

必要な物資や技術だけでなく、それを作る人材や基幹インフラ事業に従事する

人の安定的な育成・確保及び海外流出の防止策も盛り込んだ「総合的な経済安

全保障」を確立すべきではないか。国民民主党は、人材の安全保障や食料安全

保障などを盛り込んだ「総合的安全保障推進法案」を提出する予定だ。自民党

総裁として成立に協力をいただきたい。 

〔要求大臣〕総理 

〔パネル・配付資料〕あり 

※要旨対応。政府参考人の出席は認めない。 

以 上 


